
8 款 1 項 1 目

20 年度 平成29年度

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 26年度以前 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度以降

45,000 45,000 45,000 0 0 135,000

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 5年間の実績

保健指導実施率 ％ 55 60 20 55.6
特定健診受診率（特定健診受診者数/受診券送付数） ％ 24.2 30 13 26.4
保健指導実施者 人 182 180 44 148
特定健診受診者 人 1869 2200 798 1996

項目 単位 26年度実績 27年度予定 9月末の実績 27年度実績

一般財源 27,702 36,357 31,359 27,686

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

6,191
県支出金 3,150 3,018 0 3,236

人件費 17,339 16,325 16,325 16,325
国庫支出金 3,095 7,018 0

8,042
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 2.18 2.03 2.03 2.03
人件費単価 7,954 8,042 8,042

16,325
合計 0 46,393 31,359 37,113

事業費
直接事業費 16,607 30,068 15,034 20,788
人件費 17,340 16,325 16,325

改善策の
具体的

取り組み

事業費及び財源内訳
項　　　目 26年度決算 27年度予算 9月末の執行状況 27年度決算

事業の目的

糖尿病等の生活習慣病の発症や重症化を予防するためメタボリックシンドロームに着目した健診を実施し、こ
の該当者及び予備群を減少させるための保健指導を要する者を的確に抽出する。

事業の内容

生活習慣病の予防及び改善に関する普及啓発、保健センター・公民館等での集団や医療機関・健診機関での
個別による特定健康診査、受診結果による特定保健指導の実施。

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

従来のハガキ、電話による勧奨方法がマンネリ化してきたため、勧奨事業を業者に委託する。年代別、性別等
により内容を変えたハガキを発送した後、電話勧奨を行い、受診者増加につなげる。

事業の対象 40〜74歳の被保険者

根拠法令等
高齢者の医療の確保に関する法律

予算科目

総合計画での位置付け
福祉の向上と保健・医療の充実〜やすらぎとぬくもりのまちづくり〜
保健・医療の充実

事業の性格 内部管理事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： 健康増進課 電話番号（内線）：

平成27年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業

983-4052
記入者情報 所属長： 室 潤子 担当責任者： 小笠原 聡子

事務事業名 （国保）特定健康診査等事業



3二次評価
（所属部長）

一次評価結果のとおり事業継続と判断するが、以下の課題を新たに追加する。

意見、課題
効果的な受診勧奨を行い、特定検診並びに特定保健指導の受診率の向上を図る必要がある。

課題認識

申し込み方法の工夫により、より効率的に申し込み受付業務を実施することができ、国民健康保険保健
事業を取り入れたことで、受診率の増加につなげることが出来たとなど、工夫を加えることで効果の確認
ができているので、データヘルス計画を実践に移し、受診率向上に努めたい。

二次評価

B成果向上の可能性 3
施策への貢献度 3

効率性
手段の最適性 3

Cコスト効率

課題認識

特定健診受診券発送時に、健診申込みハガキを同封し、がん検診と併せて申込みが出来るようにした結
果、電話、窓口だけでなくハガキによる申込みが増加した。また、国民健康保険保健事業を取り入れ、委
託業者によるハガキ、電話による受診勧奨を行ったことにより受診率の増加につなげることが出来た。

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 5

A

3
受益者負担の適正 3

施策への貢献度 4

市民ニーズへの対応 5
市の関与の妥当性 5

有効性
事業の効果 4

自己評価

自己評価
（担当責任者）

妥当性
目的の妥当性 5

A市民ニーズへの対応 5
市の関与の妥当性 5

効率性
手段の最適性 5

Aコスト効率 5
受益者負担の適正 5

有効性
事業の効果 4

B成果向上の可能性 4

目　　標 0.3 0 0 0
実　　績 0 0 0 0

成果指標

成果指標
特定健康診査受診受診率(特定健診受診者数/受診券送付数）、保健指導実施率

指標設定の
考え方

特定健康診査等実施計画による実績評価となる特定健康診査受診者の受診率を指標とする。

区分年度 26年度 27年度 28年度 目標24年度



3
経営者会議の最終判断

事業の方向性
下記の点を見直しの上、継続する。

意見、課題

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）


